
◎　平成23年度外部評価結果を踏まえた事業見直し結果一覧表

○【見直し】29事業

事業費 うち一般財源

1 企画政策課
国際交流事業（宮崎市国際交流協会支援事
業）

▲ 80 ▲ 80

市協会が事業展開をしやすいよう、補助金を一括交付から、人件費と
それ以外の経費に分けて交付することとした。また、「協会の自主財
源を拡大すべき」との指摘を受け、協会において会員増等の取組みを
行うよう指導・助言した。

2 管財課 公用施設内緑化事業 ▲ 80 ▲ 80
「市職員自らがボランティア活動を含め、維持管理していく姿勢が必
要である」との指摘を受け、花の苗の植付を職員のボランティアで行
うことで委託料の削減を行った。

3 危機管理室 災害時備蓄品整備費 0 0
「備蓄品がバランスよく配置されていないので、備蓄の場所を再検討
したほうが良い」との指摘を受け、平成24年度に地域の人口や特性等
を考慮して見直しを行う。

4 情報政策課 ＩＣＴコンサルタント活用事業 ▲ 210 ▲ 210
「経費節約の見直しが必要」との指摘を受け、委託料を見直し減額し
た。

5 国保年金課 収納率向上対策事業 0 0

総合案内業務を含めた契約一本化について、現在の契約が終了する平
成25年度以降の実施を今後検討する。
また、今後の委託先選定に際しても他都市の状況等を参考にしながら
検討を行っていく。

6
地域コミュ
ニティ課

佐土原総合文化センター管理運営費 ▲ 2,240 ▲ 2,240
施設の維持管理に係る経費について見直しを行い、光熱水費及び委託
料等の削減を行った。

7
地域コミュ
ニティ課

生涯学習推進協議会活性化事業 ▲ 610 ▲ 610
「オープニングセレモニーの内容の再検討により経費削減を図れない
か」との指摘を受け、オープニングセレモニーについて見直したほ
か、事業全体の経費の削減を行った。

8 生活安全課 交通指導員活動事業 0 0

「学校区内でのPTAとの連携や役割分担をする仕組みを作る必要があ
る」との指摘を受け、学校・地域の会合等に出席するなど具体的な方
法でさらに連絡 連携を図ることとし 平成24年1月より小学校に交通
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NO. 課（室）名 事業名
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見直し内容等

附属資料

8 生活安全課 交通指導員活動事業 0 0
法でさらに連絡・連携を図ることとし、平成24年1月より小学校に交通
指導員が訪問し学校側との意見交換を行うこととした。

9
文化スポー
ツ課

宮崎市ストリートスポーツ広場管理事業 ▲ 170 ▲ 170
指定管理者制の導入の検討、使用料徴収について検討を開始した。ま
た、経費の見直しを図り、縮減を図った。

10
文化スポー
ツ課

学校体育施設開放事業 ▲ 250 ▲ 250
「財源を確保すべき」との指摘を受け、電気料相当額の使用料を徴収
することについて検討を始めた。また、委託料の見直しを行い削減を
図った。

11 環境保全課 宮崎市版ＥＭＳ認証制度事業 ▲ 90 ▲ 90

「事業名称が市民からみてわかりにくい」との指摘を受け、H24年度か
ら事業名称を変更した。（みやざきエコアクション認証制度事業）
「受益者負担を求めてはどうか」との指摘を受け、認証事業所の認定
手数料の徴収を検討したが、事業所への負担を求めることは取組事業
所の増大を図る妨げの要因となるため、見送った。
また、委託内容を精査し経費の削減を行った。

12 環境業務課 資源物持ち去り防止事業 677 0
「市民に対する説明や条例を含めたトータルな取り組みが必要」との
指摘を受け、啓発看板やチラシによる市民への情報提供と、法的拘束
力のある条例改正案の提案を行うこととした。

13 環境業務課 ごみ減量対策事業 ▲ 350 0

「制度の周知徹底を図り利用者を増加させる必要がある、補助額の見
直しが必要ではないか」との指摘を受け、より効果的な事業となるよ
う補助上限額の見直しを行った。また、分別説明会やホームページで
情報発信するとともに、メーカーや小売店舗に働きかけ、宣伝等の協
力依頼を行うこととした。

14 廃棄物対策課
し尿収集運搬事業
し尿収集手数料徴収事業
し尿収集運搬及び手数料徴収事業(佐土原)

▲ 1,360 ▲ 1,360
「経費節減に努めること」との指摘を受け、委託料（人件費）及び徴
収経費（需用費等）を削減した。

15 長寿支援課 緊急通報システム事業 0 0
｢料金設定の統一｣などの指摘と併せ「見守り事業の充実」としての拡大
の意見を受け、検討を行った結果、助成対象となるシステム利用料金
の上限額を引き下げることとした。

16 子ども課 幼稚園教育振興事業（私立幼稚園協会補助） 0 0
「補助金の使途目的が不明確」との指摘を受け、補助対象となる費用
を限定し、質の高い幼児教育へ繋げていけるように見直した。

17 子育て支援課 児童プール運営事業 ▲ 2,070 ▲ 2,070
判定は現行どおりであったが、運営経費の見直しを図り、事業費の削
減を行った。



事業費 うち一般財源

18 農政企画課 みやざきブランド定着推進事業 0 0

「ＪＡ任せにせず、市がリーダーシップを発揮して欲しい」、「財源
削減ということではなく現在の取組を見直して欲しい」との指摘を受
けている。
当事業については、生産者の負担をはじめ、行政（宮崎市、国富
町）、ＪＡが応分の負担をしており、今後、事業委員会で費用対効果
等を検証しながら、事業のあり方について、一定期間（3年程度）ごと
に十分検討していく。

19 農政企画課 ＳＡＰ会議活動支援事業 ▲ 302 ▲ 302

｢会員の拡大が必要」との指摘があり、会員の年齢制限を見直し、30代
以上の就農者等にも積極的な勧誘を行い、会員数の増加により組織の
強化を図る。
会員数の増加により、自主財源の確保を図ることや、事業の見直しを
行い、補助金の削減を行った。

20 農業振興課 園芸組織強化対策支援事業 ▲ 600 ▲ 600
「協議会の自助努力が必要、会費の増額で自主運営に努力すべき」と
の指摘を受け、協議会に対して、一層の自主財源の確保や事業の見直
しを促すこととし、補助金の減額を行った。

21 森林水産課 内水面漁業振興支援事業 ▲ 60 ▲ 60
判定は現行どおりであったが、放流数量について、河川の状況に応じ
見直しを行うとともに、資源増殖のために効果的な河川内の環境浄化
活動に取り組むよう見直しを行った。

22 森林水産課 つくる漁業の振興事業 ▲ 161 ▲ 161
県の調査等を基に、定着性と収益性を兼ね備えた新たな魚種への転換
を図るなど、効率的かつ効果的に放流を行うことで資源の増殖に取り
組むよう見直しを行い経費の削減を行った。

23 観光課 宮崎みなとまつり開催事業 ▲ 650 ▲ 650

「事業の本来のあり方や目的を明確にする必要がある」との指摘を受
け、庁内での協議や実行委員会を開催し、協議を行った。実行委員会
内に企画部会を新設し、今後も協議を行い平成24年度中に方向性を決
定する。

24 商業労政課 光で彩る街並事業 ▲ 1,000 ▲ 1,000
「節電に取り組むべき」との指摘を受け、ＬＥＤ化を支援することと
した。また、事業内容を見直し経費削減を図った。

25 住宅課 市営住宅使用料コールセンター活用事業 ▲ 812 0
「実施方法の見直しにより経費の節減の余地がある」との指摘を受
け、事業の費用対効果を踏まえて依頼件数を減らすことにより、コー
ルの期間前半に従事するオペレータを3名から2名に削減した。

補助金交付要綱を見直し 事業の対象施設を条例施行規則に規定する｢

課（室）名 事業名
見直し効果額

見直し内容等NO.

26 建築指導課 福祉のまちづくり施設整備補助事業 ▲ 600 0
補助金交付要綱を見直し、事業の対象施設を条例施行規則に規定する｢
小規模対象施設」とし、補助対象者を中小企業者、公益法人、個人と
した。

27 景観課 景観まちづくり啓発事業 ▲ 1,005 ▲ 1,005
「事業実施の見直しにより経費削減の余地がある」との指摘を受け、
印刷費等の見直しを行った。

28 生涯学習課 図書館ネットワーク事業 0 0
「実施方法の見直しにより経費削減の余地がある」との指摘を受け、
平成24年度中に、配本の委託業務について契約方法等の見直しを行
い、事業統合についても検討することとした。

29 文化財課 きよたけ歴史館管理運営事業 ▲ 876 ▲ 876

「他の事業との統合を検討すべきである」との指摘を受け、平成26年
度から埋蔵文化財センターの整理作業部門を生目の杜遊古館に統合す
ることとした。
また、「外部委託、市民協働・参画などを検討する余地がある」との
指摘を受け、指定管理者制度、バスツアーの参加者負担について今後
検討を行うこととした。

▲ 12,899 ▲ 11,814

○【拡充】2事業

事業費 うち一般財源

1
文化スポー
ツ課

小中学校芸術鑑賞派遣事業 700 0
「対象となる学校や児童数をもっと拡充すべき」との指摘を受け、小
学校の間に2回、中学校の間に1回実施できる回数を設定し、市立以外
の小中学校(8校)も実施対象校に含めることとした。

2 健康増進課 乳幼児発達相談事業 1,150 1,150

「サービスの内容等をさらに充実させる必要がある」との指摘を受
け、事業を見直した。相談の待機者が増加しており、対策として①相
談日を増やす、②臨床心理士を新たに導入することにより、内容の充
実を図ることとした。

1,850 1,150

○【現行どおり】11事業については見直し効果額はありません。

合　　　計

※　「見直し効果額」については、平成24年度と平成23年度の事業費の増減額ではなく、例えば、委託等による人件費の削減効果や補助金の
　助成単価の見直しなど、事業内容の見直しに伴う増減額のみを算出しております。

合　　　計

NO. 課（室）名 事業名
見直し効果額

見直し内容等

　助成単価の見直しなど、事業内容の見直しに伴う増減額のみを算出しております。


